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はじめに

　国立社会保障･人口問題研究所では，1998(平成10)年10月に『日本の世帯数の将来推計(全国推計)』(以下，｢全国推計｣)を発表したが，今回，その結果を受けて都道府県別世帯数の将来推計を行った．

　都道府県別世帯数の将来推計は，これまで1966(昭和41)年，1971(昭和46)年，1995(平成7)年の３回にわたって発表されており，今回は1995(平成7)年3月に発表された｢日本の世帯数の将来推計：都道府県別推計｣
に続く４回目の発表となるが，家族類型別世帯数の将来推計としては前回に続き２回目となる．今回の推計では，前回は｢親と子から成る世帯｣として一括されていた類型を，｢夫婦と子から成る世帯｣と｢ひとり親と子から成る世帯｣に分離し，あつかう家族類型は５類型となった．
I　推計の枠組み

１．推計期間

　推計期間は1995(平成7)年～2020(平成32)年の25年間である．推計は5年ごとに行った．

２．推計方法

　推計には世帯主率法を用いた．世帯主率法は，世帯数は世帯主数に等しいことを利用して，次式のように人口と世帯主率(人口に占める世帯主数の割合)を乗じることによって世帯主数，すなわち世帯数を求める手法である．

世帯数＝世帯主数＝人口×人口に占める世帯主数の割合

　世帯主率法によって将来の世帯数を求めるには，将来の人口と将来の世帯主率が必要であるが，ここでは将来の人口についてはすでに発表されたものが利用できるので，将来の世帯主率について仮定値を設定した．仮定値の設定においては，前回と同様に，全国の世帯主率と各都道府県の世帯主率との相対的な格差に着目し，将来の全国の世帯主率をもとに都道府県ごとの将来の世帯主率を求める方法をとった．これについては｢5.仮定値(将来の世帯主率)の設定｣で詳しく述べる．

　世帯主率は性や年齢によって異なるので，世帯主率法では男女･年齢別の人口と世帯主率を用いるのが一般的である．本推計では，家族類型別の世帯数を求めるため，男女(２区分)･年齢階級(15歳以上15区分)に加え，家族類型(５区分)で区分した世帯主率を扱っている．家族類型は，｢単独世帯｣｢夫婦のみの世帯｣｢夫婦と子から成る世帯｣｢ひとり親と子から成る世帯｣｢その他の一般世帯｣の５類型である
．

　なお，世帯主率法によって得られた都道府県別の世帯主の男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯数は，全国推計と合計値が一致するよう最終的に補正を行った．

３．基準世帯数･人口等

　推計の起点となる基準世帯数は1995年国勢調査による世帯主の男女･年齢５歳階級･家族類型別一般世帯数，基準人口は同調査による男女･年齢５歳階級別総人口である．

　また，将来の都道府県別人口として『都道府県別将来推計人口(平成9年5月推計)』
(以下，｢都道府県別将来推計人口｣)による男女･年齢５歳階級別･都道府県別総人口，全国の世帯数として全国推計による世帯主の男女･年齢５歳階級別一般世帯数を用いた．

４．推計結果の表章

　推計は世帯主の男女･年齢５歳階級･家族類型別に行い，結果として都道府県別に世帯主の年齢５歳階級･家族類型別一般世帯数及び割合を示した(ここでは都道府県別･家族類型別一般世帯数及び割合についての資料を掲載した)．推計は１ケースについて行った．

５．仮定値(将来の世帯主率)の設定

　前述の通り，世帯主率法を用いて将来の世帯数を求めるために，将来の世帯主率を仮定する必要がある．ここでは，男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯主率について，全国の値と各都道府県の値との相対的な格差の将来の動向を設定し，それを利用して将来の世帯主率を求める方法をとった．具体的な方法を以下に示す．

　世帯主率法では，ある都道府県iについて，t年の性別s，j歳の人口をPsi(t,j)，性別s，j歳，類型kの世帯主率をrsi(t,j,k)とすると，性別s，j歳を世帯主とする世帯数Hsi(t,j,k)は


Hsi(t,j,k) = Psi(t,j)･rsi(t,j,k)　　　　　　　　　･･･(1)

で求められる．i県のt年，性別s，j歳の人口Psi(t,j)は都道府県別将来人口推計が利用できるので，世帯数Hsi(t,j,k)を求めるためには，目標とする年次tの世帯主率rsi(t,j,k)を与えればよい．

　ここで，都道府県の世帯主率と全国の世帯主率との相対的格差を考える．全国については，すでに発表されている全国推計によって将来の男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯主率を求めることができるので，都道府県ごとに男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯主率の全国値に対する格差の将来の動向を設定すれば，全国の世帯主率を基準として都道府県別の将来の男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯主率を得られることになる．

　t年の性別s，j歳，類型kの世帯主率rsi(t,j,k)について，都道府県iの全国に対する相対的格差Di(t,j,k)を次のように定義する．

　　　　　　　　Dsi(t,j,k) = { rsi(t,j,k) - rs(t,j,k) } / rs(t,j,k) 

　　 　　　　　　　　　= rsi(t,j,k) / rs(t,j,k) - 1　　　　　　　　　　 ･･･(2)

　ここでrs(t,j,k)は全国のt年，性別s，j歳，類型kの世帯主率で，t年，性別s，j歳の全国の人口をPs(t,j)，t年の性別s，j歳を世帯主とする類型kの全国の世帯数をHs(t,j,k)とすると，


rs(t,j,k) = Hs(t,j,k) / Ps(t,j)  　　　　　　　　　･･(3)

によって求めることができる．(2)より


rsi(t,j,k) = rs(t,j,k) { Dsi(t,j,k) + 1 } 　　　　　　　･･･(4)

となり，全国の世帯主率rs(t,j,k)は既知なので，将来の時点tにおける相対的格差Dsi(t,j,k)を与えれば世帯主率rsi(t,j,k)が得られる．将来の格差Dsi(t,j,k)を本推計では次のように仮定した．

　本推計においては，男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯主率の格差の地域的な差を考慮し，その過去の趨勢を踏まえた上で，近年の動きを反映させることとした．そこで，1980，1985，1990，1995年の４時点の国勢調査から得られる都道府県別の男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯主率の相対的格差を観察し，数種類の将来の格差のパターンを設定して試算を行い，導出される将来の世帯主率の動きや全国値との誤差等を勘案して比較検討した．その結果，男女･年齢５歳階級･家族類型別に，47都道府県の世帯主率の相対的格差の将来の動向を，それぞれの過去の動向に応じて下記の３通りに分類することとした．

[相対的格差の過去の動向]

[将来の動向]

①：最近５年間(1990→1995年)に縮小している
→
格差は将来も過去の趨勢の延長で縮小する

②：過去15年間(1980→1995年)に一貫して拡大している
→
格差は現在(1995年時点)の水準を維持する

③：①,②以外
→
格差は将来ゆるやかに縮小する

　縮小する場合(①，③)の将来の格差の水準については，男女･年齢５歳階級･家族類型別に過去の趨勢を将来に延長して求めた．具体的には，①については過去４時点の都道府県の男女･年齢５歳階級･家族類型別世帯主率の全国値に対する比率の平均を近似曲線にあてはめて将来に延長し，そこから将来(2000～2020年の５年ごと５時点)の格差の水準(1期間に格差が縮小する割合)を求めた．③については格差の縮小割合を①の２分の１とした．世帯主率の区分数は150(男女２区分×年齢５歳階級15区分×家族類型５区分)となるが，そのひとつひとつの区分において，都道府県の世帯主率には，その格差の過去の動向によって都道府県別に①～③のいずれかの将来の動向(格差の水準)が適用されることになる．

　以上より，将来の時点tにおける都道府県iの性別s，j歳，類型kの世帯主率rsi(t,j,k) は，


αs(t,j,k)
(①の場合)
rsi(t,j,k) = rs(t,j,k) {α･Dsi(t-5,j,k) + 1 }　ただし，α =
　　1
(②の場合) ･･･(5)


1/2･αs(t,j,k)
(③の場合)
ここでαs(t,j,k)は将来の時点tにおける世帯主の性別s，j歳，類型kの格差の縮小割合である．また，t = 2000,...,2020，s = 1,2，i = 1,...,47，j = 1,...,15，k = 1,...,5である．
６．平均世帯人員の算出

　都道府県別の平均世帯人員は，｢都道府県別一般世帯人員／都道府県別一般世帯総数｣によって求めるが，都道府県別将来推計人口による将来の人口(総人口)には一般世帯人員のほかに施設世帯人員が含まれているので，平均世帯人員の算出のためには都道府県別一般世帯人員を別途求める必要がある．ここでは，全国推計から求められる一般世帯人員，施設世帯人員の総人口に対する割合と，1995年国勢調査における都道府県ごとのそれらの割合をもとに，将来の都道府県別一般世帯人員を求めた．

II　推計結果の概要

１．一般世帯数と平均世帯人員

(1)一般世帯数

　一般世帯の総数は，1995→2020年の25年間に全国では11％の増加であるが，都道府県別にみると，多くの道府県では増加するが，東京(-5％)･秋田(-3％)･山口(-3％)･島根(-2％)･高知(-2％)･長崎(-1％)の６都県では減少となる(表1,図1)．増加率が特に高いのは沖縄(39％)･滋賀(37％)･埼玉(36％)である．

　25年間では増加傾向にあるが，5年ごとの推移をみると，2005年まではすべての都道府県で増加するものの，それ以降は減少する都道府県があらわれ，2005→2010年には上記の6都県のほか大阪･大分でも減少となる．全国推計では2014年が一般世帯総数のピークとなっているが，都道府県別でも2010→2015年では22都道府県と約半数が減少となり，さらに2015→2020年では32都道府県と約３分の２の都道府県で減少となる．2015→2020年でも増加しているのは宮城･福島･茨城･栃木･群馬･埼玉･千葉･山梨･長野･岐阜･三重･滋賀･奈良･福岡･沖縄であるが，このうち福島･群馬･岐阜･福岡でも増加率はゼロに近い．

　地域ブロック別にみると
，一般世帯総数は1995→2020年ではすべてのブロックで増加しており，沖縄(39％)のほか，北関東(22％)の増加率が特に高い(表2)．また，名古屋圏(15％)･東京圏(13％)も高い値を示している．逆に，低いのは四国(2.1％)や北海道(3.7％)である．5年ごとに見ると，2010→2015年には減少する地域があらわれ，2015→2020年に増加するのは沖縄のみで，それ以外の地域では減少となる．

(2)平均世帯人員

　平均世帯人員は，大都市圏で低いものの概ね東北から中部にかけてと西日本の日本海側で高いという全体的な傾向は変わらないが，2020年まで，すべての都道府県で一貫して減少する(表3,図2)．

　1995年(全国2.82)では，最大は山形の3.45人，最小は東京の2.35人であるが，2020年(全国2.49)には最大は山形の2.97人，最小は東京の2.06人となり，2020年にはすべての都道府県で3人未満となる．

２．家族類型別世帯数及び割合

(1)家族類型別世帯数

［単独世帯］(表4-1,5-1)

　1995→2020年では，東京以外のすべての道府県で増加する．増加率は20％台～80％台とばらつきが大きいが，特に増加率が大きいのは　沖縄(83％)･奈良(79％)･滋賀(73％)･埼玉(65％)･茨城(62％)などで，現在単独世帯の割合が低いところは今後の増加率が高いという傾向が見られる．5年ごとの推移をみると，2005→2010年には東京で減少が始まり，以降2020年までに鹿児島･高知･長崎･山口が減少に転じる．

　地域ブロック別に見ると，1995→2020年では沖縄(83％)のほか，中部(38％)･東北(35％)･近畿(34％)の増加率が高い．このうち沖縄と中部は2015→2020年でも比較的高い増加率を示している．

［夫婦のみの世帯］(表4-2,5-2)

　1995→2020年では，すべての都道府県で増加する．特に増加率が高いのは沖縄(90％)･滋賀(86％)･埼玉(83％)･茨城(78％)･千葉(72％)などで，現在夫婦世帯の割合が低いところで増加率が高いという傾向が見られる．5年ごとの推移をみると，2010年以降は減少する都道府県があらわれ，2015→2020年には西日本を中心に22都道府県で減少となる．2010→2015年に減少となった都府県では続く期間に減少率は増加している．

　地域ブロック別では，1995→2020年で増加率が高いのは沖縄(90％)のほか，関東(53％)･中部(48％)･近畿(37％)で，もっとも低い四国では18％である．2015→2020年でも増加しているのは沖縄･中部･東北のみで，関東は北関東で増加するが，東京圏では減少しており，全体としてほぼ横ばいの推移となっている．

［夫婦と子から成る世帯］(表4-3,5-3)

　1995年以降減少する都道府県が増え，1995→2020年では，42都道府県で減少する．増加する5県をみても，滋賀(12％)以外は沖縄(3％)･埼玉(2％)･山梨(2％)･茨城(1％)といずれも3％以下の増加率である．減少率が大きいのは東京(-28％)･大阪(-28％)･山口(-24％)･長崎(-24％)･秋田(-22％)･高知(-22％)･鹿児島(-21％)･北海道(-21％)･愛媛(-20％)などである．減少する都道府県は1995→2000年の36都道府県から増大し，2015→2020年には滋賀以外の46都道府県はすべて減少となる．単独世帯や夫婦のみの世帯とは逆に，現在夫婦と子から成る世帯の割合の大きいところに高い増加率を示すものが多い．

　地域ブロック別に見ると，1995→2020年では沖縄以外の地域ではすべて減少となる．推計期間の前半では沖縄のほかに関東でも増加しているが，2010→2015年には沖縄を含めたすべての地域で減少となる．

［ひとり親と子から成る世帯］(表4-4,5-4)

　1995→2020年では，すべての都道府県で増加する．増加率が大きいのは　滋賀(99％)･埼玉(86％)･千葉(76％)･茨城(75％)･奈良(74％)などで，これらは単独世帯や夫婦のみの世帯の増加率も高い県である．5年ごとの推移では，2015→2020年には8府県で減少となる．

　地域ブロック別では，1995→2020年では沖縄(64％)･関東(58％)･中部(57％)の増加率が高い．特に関東では北関東(65％)，中部では名古屋圏(61％)の増加率が高い．

［その他の一般世帯］(表4-5,5-5)

　1995→2020年では，埼玉(増加率19％)･沖縄(9％)･千葉(4％)･神奈川(3％)･滋賀(1％未満)の5県を除く42都道府県では減少する．このうち，埼玉･滋賀･沖縄は2015→2020年でもわずかに増加を示している．これらはその他の一般世帯の現在の割合が比較的大きな県である．逆に大きく減少するのは，島根(-32％)･高知(-31％)･秋田(-30％)･大分(-29％)･愛媛(-28％)･徳島(-28％)･長崎(-27％)･鳥取(-27％)･岩手(-27％)･山形(-26％)･和歌山(-25％)などである．

　地域ブロック別にみると，1995→2020年では沖縄以外の地域はすべて減少する．ただし，関東の内部では，北関東が減少(-9％)するのに対して，東京圏はわずかに増加を示している(0.5％)．この東京圏の増加も2010年までで，以降は沖縄以外のすべての地域ブロックで減少する．

(2)一般世帯の家族類型別割合

［単独世帯］(表6-1,7-1)

　1995→2020年では，すべての都道府県で割合が上昇する．5年ごとの推移では，東京が2010年まで若干割合を低下させるものの，それ以外の道府県では一貫して上昇する．1995年の単独世帯の割合は，特に高い東京(38.1％)を除くと17.6％(山形)～29.0％(京都)の範囲にあるが，2020年には東京(38.9％)のほかは24.1％(山形･岐阜)～33.3％(大阪)と全体的に上昇する．東京は一貫してもっとも高い値を示している．

　1995年では，東京(38.1％)･京都(29.0％)･神奈川(28.3％)･北海道(27.9％)･鹿児島(27.7％)･福岡(27.6％)･大阪(27.4％)･宮城(26.9％)･高知(26.9％)･広島(26.3％)が全国値(25.6％)以上となっている．2020年(全国値29.7％)には，上記の都道府県はそれぞれ　38.9％，32.0％，30.7％，32.8％，33.2％，31.5％，33.3％，29.6％，33.0％，30.7％といずれも上昇する．このほか，山口(30.3％)･愛媛(30.0％)･宮崎(29.8％)･大分(29.7％)が全国値以上となる．

［夫婦のみの世帯］(表6-1,7-1)

　1995→2020年ではすべての都道府県で上昇する．特に東日本に上昇の幅が大きいところが目だつ．1995年(全国値17.4％)では12.2％(沖縄)～23.8％(鹿児島)の範囲にあるが，2020年(全国値21.9％)では16.7％(沖縄)～25.7％(北海道)と全体的に上昇する．

　1995年では，北海道(22.4)のほかは，鹿児島(23.8％)･山口(22.7％)･宮崎(22.2％)･愛媛(21.5％)･大分(21.2％)･高知(21.1％)など西日本に高い値が目だつが，2020年でも北海道(25.7％)のほかは宮崎(25.2％)･鹿児島(25.2％)･山口(25.1％)･大分(24.7％)･愛媛(24.6％)など西日本に全国値以上の値が多く見られる．1995年にもっともこの割合が高いのは鹿児島であるが，2005年以降は北海道がもっとも高い値となる．

［夫婦と子から成る世帯］(表6-2,7-2)

　1995→2020年ではすべての都道府県で低下する．1995年(全国値34.2％)には24.4％(山形)～43.5％(埼玉)という範囲にあるが，2020年(全国値26.7％)では20.5％(秋田･山形)～32.6％(埼玉)と全体的に低下する．

　1995年では埼玉(43.5％)･沖縄(41.6％)･奈良(40.0％)･千葉(39.9％)･神奈川(38.8％)･大阪(37.8％)･兵庫(37.7％)･愛知(37.0％)など，中部･近畿･東京を除く関東で比較的高い値が見られるが，この傾向は今後も続き，2020年には，これらの地域(上記の府県の値はそれぞれ32.6％，30.8％，30.2％，30.7％，29.3％，27.3％，28.2％，28.5％)で全国値を上回る値が多く見られる．もっとも高い値を示すのは一貫して埼玉である．

［ひとり親と子から成る世帯］(表6-2,7-2)

　1995→2020年ではすべての都道府県で上昇する．特に東日本の上昇が目だつ．1995年(全国値7.1％)では，特に高い沖縄(11.7％)を除くと5.8％(滋賀)～8.8％(青森)の範囲にあるが，2020年(全国値9.5％)では沖縄(13.8％)以外で8.4％(石川･福井･岐阜･滋賀)～10.6％(福岡)となり，特に範囲の下限の上昇が大きい．沖縄は2020年まで一貫してもっとも高い値を示している．逆に，中部では一貫してもっとも低い値である．

［その他の一般世帯］(表6-3,7-3)

　すべての都道府県で2020まで一貫して低下する．1995年(全国値15.7％)では，特に高い山形(37.5％)を除くと，7.9％(東京)～31.4％(秋田･富山)という範囲にあるが，2020年(全国値12.2％)では，山形は26.6％，それ以外は6.7％(鹿児島)～22.8％(富山･福井)と全体的に低下する．山形は一貫してもっとも高い値を示しているが，1995→2020年では10ポイント以上の低下となる．

　1995年では，山形(37.5％)･秋田(31.4％)･富山(31.4％)･福井(31.3％)･新潟(30.2％)など東北･北陸の日本海側が高く，これらの県は2020年でもそれぞれ26.6％，22.6％，22.8％，22.8％，22.0％と高い値を示している．また，1995年に低い値を示す東京(7.9％)･鹿児島(8.6％)･神奈川(9.4％)･大阪(9.4％)･北海道(10.8％)は2020年でもそれぞれ6.8％，6.7％，8.4％，7.5％，8.0％と低い水準にある．1995年にはもっとも低い値を示すのは東京であったが，2020年には鹿児島の値が東京を若干下回って最小となる．

　全国推計では，1995年には夫婦と子から成る世帯の割合(34.2％)がもっとも大きく，２番目は単独世帯(25.6％)であるが，これらの家族類型別割合は2013年以降逆転し，単独世帯が最大の家族類型となる．2020年には単独世帯の割合は29.7％，夫婦と子から成る世帯は26.7％となる．また，第３の規模の類型は一貫して夫婦のみの世帯(17.4％(1995年)→21.9％(2020年))である．

　都道府県別に最大の割合を占める家族類型をみると，1995年では38道府県で夫婦と子から成る世帯であり，8県ではその他の一般世帯，残る東京都では単独世帯であった．これが2020年には，35都道府県で単独世帯の割合が最大となり，夫婦と子から成る世帯は1995年の38道府県から11県，その他の一般世帯は8県から1県とその数を減らしている(図3,表8)．2020年にその他の世帯が最大の割合を占めているのは山形のみである．

　また，２番目に大きな割合を占める家族類型は，1995年では約半数の24府県で単独世帯，13県でその他の一般世帯，9都県で夫婦と子から成る世帯，1県で夫婦のみの世帯であった．2020年には，第２の類型は27都府県で夫婦と子から成る世帯となり，12県で単独世帯，7道県で夫婦のみの世帯，そしてその他の一般世帯が1県となる．

　これを家族類型別にみると，単独世帯が最大あるいは第２の類型である都道府県は1995年の25都道府県から2020年には47都道府県へと増加する．また，夫婦のみ世帯も，1995年には第２または第３の類型となる都道府県が19であったのが，2020年には43都道府県となり，相対的な位置づけが大きくなる．逆に，夫婦と子から成る世帯は，1995年には全都道府県で最大または第２の類型であったが，2020年にはこれが38都道府県となり，9県では第３以下の類型となる．また，その他の一般世帯は，1995年には28県で第３の類型までに含まれていたが，2020年には最大の類型となるのが1県，第２が1県，第３が3県の計5県にとどまる．

３．高齢世帯

(1)高齢世帯総数

　高齢世帯(世帯主が65歳以上の世帯)の総数は，1995→2020年ではすべての都道府県で増加する(表9,図4)．ただし，増加率は逓減傾向にあり，1995→2000年では多くの都道府県で20％以上増加しているが，2015→2020年では西日本を中心に5％以下の増加が多数となる．また，2015→2020年には大阪･東京･高知でわずかに減少となる．

　1995→2020年で高齢世帯の増加率がもっとも高いのは埼玉(211％)で1995年の約3倍となる．このほか，千葉(181％)･神奈川(150％)･沖縄(135％)･茨城(133％)･愛知(131％)･奈良(131％)･滋賀(121％)･兵庫(114％)･大阪(110％)･栃木(108％)･静岡(105％)･宮城(103％)の12府県で増加率が100％を超える．このうち沖縄は2015→2020年でも増加率が高い．また，1995→2020年の増加率がもっとも低いのは鹿児島の40％である．

　地域ブロック別に見ると，1995→2020年では沖縄(135％)･関東(133％)で大きく増加する(表10)．関東では特に東京圏の増加率が高い(140％)．このほか，中部の名古屋圏(114％)･近畿(108％)･関西圏(110％)の増加率も100％を超えている．地域ブロック別に見ても，増加率は次第に小さくなるものの，2020年まですべてのブロックで一貫して増加する．

　高齢世帯について，世帯主が75歳以上の世帯をみると，1995→2020年ではすべての都道府県で増加する(表11)．増加率は高齢世帯の増加率よりも高く，1995→2000年ではほとんどの都道府県で30％以上の増加率となる．高齢世帯と同様に増加率は次第に小さくなり，2015→2020年では秋田(-1％)･島根(-2％)･長崎(-1％)･鹿児島(-5％)は減少となる．

　1995→2020年でこの増加率がもっとも高いのは埼玉(382％)である．このほか千葉(334％)･神奈川(293％)･愛知(255％)･奈良(252％)･茨城(237％)･兵庫(225％)･大阪(224％)･滋賀･静岡(ともに214％)･宮城(203％)･北海道(201％)の11府県で200％以上の増加となる．もっとも低い鹿児島でも86％と高い値を示している．

　地域ブロック別にみると，関東(248％)･近畿(211％)･北海道(201％)･沖縄(200％)で200％以上の増加となっている(表12)．関東では特に東京圏の増加率が高い(261％)．また，中部は全体では200％を超えないが，名古屋圏では200％を超えている(225％)．

　高齢世帯が一般世帯に占める割合は，全国では1995年の19.７％から2020年の35.2％へと上昇する．都道府県別では，1995年では大都市圏と北海道･沖縄で低く，これらの都道府県ではほぼ20％以下(最小は13.8％(埼玉))，それ以外では概ね25％前後で，鹿児島の29.7％が最大である(表13,図5)．この割合は2020年にはすべての都道府県で30％以上となり，秋田(42.8％)･山口(42.4％)･島根(42.1％)･高知(41.1％)･鹿児島(41.0％)･山形(40.9％)･富山(40.1％)の7県では40％以上に達する．1995年の地域的な傾向は2020年までおおむね維持されるが，東京(17.6％→35.9％)･大阪(17.1％→35.8％)といった大都市圏の中心では高齢化が進む．

　地域ブロック別にみると，1995年には四国の25.5％を最大として，中国(24.4％)･九州(24.0)･北陸(23.9％)･東北(23.3％)が高い値を示しているが，これらの地域は2020年でもそれぞれ39.5％，38.5％，37.0％，37.6％，36.4％と高い値を示している(表14)．この割合はこの他の地域でも上昇し，2020年にはすべてのブロックで30％を超える水準となる．特に東京圏では1995年の15.8％から2020年の33.4％へとほぼ2倍の値となる．

　高齢世帯のうち世帯主が75歳以上の世帯の割合は，1995年には概ね30～35％であるが，いずれの都道府県でも上昇傾向にあり，2020年には概ね45～50％となる(表15,表16)．特に，2020年には鹿児島(52.4％)･東京(51.9％)･和歌山(51.1％)･山口(51.0％)･高知(50.7％)･広島(50.6％)･京都･大阪(ともに50.3％)･愛媛(50.1％)の9都府県では50％以上となり，東京や大阪など大都市圏での上昇が目立つ．

　1995年では，この割合は沖縄･中国･四国･九州といった地域で高い傾向にあるが，2020年には北海道･東京圏･名古屋圏･近畿もこれらの地域と並ぶ高い値を示している．

(2)家族類型別高齢世帯数及び割合

　高齢世帯を家族類型別にみると，1995→2020年では，単独世帯･夫婦のみの世帯･夫婦と子から成る世帯･ひとり親と子から成る世帯は，すべての都道府県で増加する(表17-1～17-4,18-1～18-4)．その他の一般世帯も，山形･島根で減少するものの，それ以外の45都道府県では増加する(表17-5,18-5)．特に単独世帯は東日本や近畿を中心に34都道府県で25年間に100％以上の増加率を示しており，そのうち16府県では全国(144％)以上の増加率である．特に増加率が高いのは埼玉(321％)･千葉(271％)で，これらの県を含む関東は地域ブロックで見ても190％という高い増加率を示している．

　5年ごとの推移をみると，単独世帯とひとり親と子から成る世帯はすべての都道府県において一貫して増加が続くが，増加率は次第に低下していく．夫婦のみの世帯と夫婦と子から成る世帯は，2015年まではすべての都道府県で増加しているが，2015→2020年にはそれぞれ7都府県，16都府県で減少する．また，その他の一般世帯では，2015→2020年は全国では1％程度の増加であるが，地域ブロックの中部･近畿･中国･四国では減少する．

　高齢世帯に占める単独世帯の割合は，1995年の14.6％(山形)～37.3％(鹿児島)から，2020年には21.4％(山形)～40.8％(鹿児島)へと全体的に上昇する(表19-1,図6)．2020年には40.8％の鹿児島を含め23都道府県で30％以上となり，北海道･東京圏･西日本を中心に高めの値を示している．1995→2020年ではすべての都道府県で上昇しており，特に東日本に上昇の幅の大きなところが目だつ．地域ブロック別では，1995年には関西圏(30.3％)の値がもっとも高いが，2020年には北海道(36.3％)が最大となる(表20-1)．また，2020年にはもっとも低い東北でも25％を超え，単独世帯の４世帯に１世帯は高齢世帯という水準になる．

　夫婦のみの世帯の割合は，1995年の22.2％(山形)～45.0％(北海道)から，2020年には28.3％(沖縄)～39.5％(北海道)へと推移し，2020年にはもっとも高い北海道でも40％を下回っている(表19-1)．1995→2020年では東北･北陸･中部などを中心に28県で上昇し，北海道や西日本，大都市圏などでは低下する傾向がみられる．地域ブロック別では，1995年から2020年まで一貫して北海道がもっとも高く，沖縄がもっとも低い値である(表20-1)．

　夫婦と子から成る世帯の割合は，1995年の8.4％(徳島･大分･鹿児島)～18.3％(沖縄)から，2020年には9.5％(山口･鹿児島)～15.8％(埼玉･沖縄)となり，沖縄以外では東北･関東に高い値が目だつ(表19-2)．1995→2020年では35道県で上昇するが，大都市圏や沖縄などでは低下する．また，推計最終期間の2015→2020年では，都道府県別では上昇する県もあるが，地域ブロックで見るとすべての地域で低下している(表20-2)．

　ひとり親と子から成る世帯の割合は，1995年の3.8％(福井)～12.0％(沖縄)から，2020年には5.0％(福井)～11.1％(沖縄)となり，1995→2020年では沖縄を除く46都道府県で上昇する(表19-2)．2020年に高い値を示すのは，沖縄のほか，東京(9.1％)･神奈川(8.3％)･福岡(8.3％)などである．上昇の幅は，地域ブロック別では北海道(5.6％(1995年)→6.8％(2020年))･北陸(3.9％(1995年)→5.1％(2020年))が比較的大きく，東京圏(7.9％(1995年)→8.1％(2020年))では小さい．

　その他の一般世帯の割合は，1995年の7.4％(鹿児島)～48.8％(山形)から，2020年には6.3％(鹿児島)～32.4％(山形)へと全体として低下傾向を示す(表19-3)．山形は1995年(48.8％)から2020年(32.4％)までもっとも高い値を示している．山形に続くのは，1995年では福井(44.1％)･富山(44.0％)･新潟(42.7％)･秋田(40.0％)であり，2020年にもこれらの順位は維持されている(それぞれ30.0％，29.6％，28.6％，26.9％)．逆に低いのは鹿児島(7.4％(1995年)→6.3％(2020年))･北海道(10.2％→7.4％)･東京(10.9％→8.5％)･大阪(11.4％→8.6％)･宮崎(12.3％→9.3％)･高知(13.3％→9.7％)などである．1995→2020年ではすべての都道府県で低下しており，東日本の低下の幅が比較的大きい．地域ブロック別では(表20-3)，2020年までいずれの地域でも低下傾向にある．もっとも高い東北では，1995年の38.0％から2020年には25.0％となり，単独世帯の割合(25.1％)と拮抗する水準となる．
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� 前回の推計では｢親と子から成る世帯｣で一括されていた類型を，今回は｢夫婦と子から成る世帯｣と｢ひとり親と子から成る世帯｣に分離した．なお，一般世帯の定義および本推計における家族類型と国勢調査における家族類型との対応については巻末の付録を参照のこと．


� 国立社会保障・人口問題研究所，『都道府県別将来推計人口－平成7(1995)～37(2025)年－　平成9年5月推計』，研究資料第293号，平成9年8月．





� 地域ブロックの区分は次の通り．


北海道：北海道	近　畿：滋賀･京都･大阪･兵庫･奈良･和歌山


東　北：青森･岩手･宮城･秋田･山形･福島･新潟	　　関西圏：京都･大阪･兵庫･奈良


関　東：茨城･栃木･群馬･埼玉･千葉･東京･神奈川･山梨	中　国：鳥取･島根･岡山･広島･山口


　　北関東：茨城･栃木･群馬･山梨	四　国：徳島･香川･愛媛･高知


　　東京圏：埼玉･千葉･東京･神奈川	九　州：福岡･佐賀･長崎･熊本･大分･宮崎･鹿児島


中　部：富山･石川･福井･長野･岐阜･静岡･愛知･三重	沖　縄：沖縄


　　北陸：富山･石川･福井	


　　名古屋圏：岐阜･愛知･三重	





1
11

